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吸収分割に係る事前開示書類 

 

（吸収分割会社/会社法第 782条第１項及び会社法施行規則第 183条に基づく開示事項）  

（吸収分割承継会社/会社法第794条第１項及び会社法施行規則第192条に基づく開示事項）  

 

 日本エコシステム株式会社（以下「日本エコシステム」という。）及び村川設備工業株式

会社（以下「村川設備工業」という。）は、2025 年 7月 18日付で日本エコシステムを吸収

分割会社、村川設備工業を吸収分割承継会社とする吸収分割契約書を締結し、効力発生日

を 2025年 10月 1日として、電気・空調衛生設備に関する事業（以下「本件事業」という。）

を村川設備工業に承継させることにいたしましたので、会社法の規定に基づき、下記のと

おり開示いたします。  

記  

 

1. 吸収分割契約の内容  

別紙１に記載のとおりです。  

 

2. 分割対価の相当性に関する事項  

完全親子会社間の分割につき、分割対価の交付はありません。  

 

3. 効力発生日に剰余金の配当等として、吸収分割承継会社の株式を吸収分割会社の株主

に交付する旨の決議に関する事項  

該当事項はありません。  

 



4. 分割会社の新株予約権者に対して交付する新株予約権の定めの相当性に関する事項  

該当事項はありません。  

 

5. 吸収分割会社の計算書類等に関する事項  

（１） 最終事業年度に係る計算書類等  

日本エコシステムは、有価証券報告書等を東海財務局に提出しております。最終事業年

度に係る計算書類については、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に

関する電子開示システム（EDINET）」又は日本エコシステム の下記 Web サイトよりご覧

いただけます。  

https://www.jp-eco.co.jp/ir/library/securities/ 

 

（２） 臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容  

該当事項はありません。  

 

（３） 最終事業年度後に生じた重要な後発事象  

(取得による企業結合) 

当社は、2024年 10月 17日付で、ベニクス株式会社 (以下、ベニクス) の発行済株式の

100％を取得し、グル－プ化するため株主との間で株式譲渡契約を締結し同日付で同社の

全株式を取得し、グループ化いたしました。 

１．企業結合の概要 

(１) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 ベニクス株式会社 

被取得事業の内容 合板及び木材類の加工販売 

(２) 企業結合を行った主な理由 

当社は、社会インフラサービス企業として、公共性の高い３事業「公共サービス

事業・環境事業・交通インフラ事業」を展開しております。 

一方、ベニクスは、防炎用合板・各種合板の加工製造を行い、関東・東海・関西

エリアを中心に全国の専門商社、施工会社等に販売する合板の専門メーカーであり

ます。 

同社は愛知県と三重県に自社工場を有しており、オリジナル製品である防炎物品

(ベニボード) は、政令で定める基準以上の防炎性能を有し、防炎合板・パネル市

場において、大規模展示会、教育機関など幅広い場面で利用された実績を有する競

争力のある製品が強みであり、ベニクスの合板・パネル事業は将来性と高い収益性

が期待できると判断しております。 

ベニクスの強みである防炎用合板と当社の環境事業にて研究開発を進めている新

素材との組み合わせによる新たな製品開発を進めてまいります。また、ベニクスの

https://www.jp-eco.co.jp/ir/library/securities/


事業成長に合わせた営業体制を維持・構築するため、当社とのシナジーによって、

優れた営業人材の確保、営業ノウハウの仕組化への投資、海外向け販売網の構築等

を進めてまいります。なお、事業セグメントではベニクスの合板・パネル事業がフ

ァシリティ事業の川上に関わるため「公共サービス事業」に属することを予定して

おります。公共サービス事業におけるファシリティ事業の更なる市場拡大を図って

まいります。 

(３) 企業結合日 

2024年 10月 17日 (株式取得日) 

(４) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

(５) 結合後企業の名称 

変更はありません。 

(６) 取得する議決権比率 

100％ 

(７) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得するためであります。 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現 金 1,080,000千円 

取得原価   1,080,000千円 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー業務に対する報酬・手数料： 1,800千円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 

 

(資金の借入) 

当社は、2024年 12 月 20日開催の取締役会において、資金の借入について決議いたしま

した。 

１．借入の理由 

本件借入は、賃貸ビル取得に伴う資金調達を主な目的としております。 

２．借入の内容 

(１) 借入先 
株式会社名古屋銀行 他３金融機関 

（各金融機関と相対での取引） 

(２) 借入金額 3,400,000千円 

(３) 借入実行日 2024年 12月 27日 



(４) 借入期間 20年 

(５) 金利 基準金利＋スプレッド 

(６) 担保・保証 無担保、無保証 

 

当社は、2024年 12 月 25日開催の取締役会において、資金の借入について決議いたしま

した。 

１．借入の理由 

本件借入は、賃貸ビル取得に伴う資金調達を主な目的としております。 

２．借入の内容 

(１) 借入先 株式会社みずほ銀行 

(２) 借入金額 700,000千円 

(３) 借入実行日 2024年 12月 27日 

(４) 借入期間 10年 

(５) 金利 基準金利＋スプレッド 

(６) 担保・保証 無担保、無保証 

 

(株式分割) 

当社は、2025 年２月 14 日開催の取締役会決議に基づき、2025 年４月１日を効力発生日

として、基準日である 2025 年３月 31 日の株主の保有する株式を１株につき３株の割合を

もって株式分割を実施しております。 

なお、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純

利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算定しております。 

１．株式分割の目的 

投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整えるこ

ととともに、投資家層の拡大を図ることを目的としております。 

２．株式分割の内容 

2025年３月 31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載された株主の所有する

普通株式を、１株につき３株の割合をもって分割しております。 

３．株式分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数       2,904,100 株 

今回の分割により増加する株式数   5,808,200 株 

株式分割後の発行済株式総数       8,712,300 株 

株式分割後の発行可能株式総数    10,000,000 株 

４．株式分割の日程 

基準日公告日 2025年３月 14日 

基準日    2025年３月 31日 



効力発生日  2025年４月１日 

５．その他 

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。 

 

(取得による企業結合) 

当社は、2025年３月 31日付で、株式会社三進 (以下、三進) の発行済株式の 100％を取

得し、グル－プ化するため株主との間で株式譲渡契約を締結し、2025 年４月１日付で同社

の全株式を取得し、グループ化いたしました。 

１．企業結合の概要 

(１) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 株式会社三進 

被取得事業の内容 総合建設コンサルタント 

(２) 企業結合を行った主な理由 

当社は、社会インフラサービス企業として、公共性の高い４事業「ファシリティ

事業・環境事業・交通インフラ事業・アセットマネジメント事業」を展開しており

ます。 

一方、三進は、岐阜県を中心に、愛知・三重・長野に拠点を展開して建設コンサ

ルタント・補助コンサルタント業務を行っております。同社は、岐阜県をはじめと

する地方公共団体や高速道路事業者を主な取引先として 40年を超える取引実績があ

り、県内の地場有力企業として名が通った企業でもあります。 

三進は、技術士や測量士といった専門人材を豊富に抱え、幅広い業務の受注を可

能とする体制を確保しております。同社は、河川・道路設計、維持管理業務に強み

をもつほか、UAV（小型無人航空機）を活用した航空写真測量技術や橋梁・構造物の

点検技術等の先進技術のノウハウも有しております。 

本件Ｍ＆Ａは、交通インフラ事業のエンジニアリングサービスの拡大を目的とし

たものであります。三進のグループインは、当社グループが総合建設コンサルタン

ト業務に参入できるという点で川上事業の構築に直結するものであります。グルー

プシナジーとしては、岐阜県で建設コンサルタント業を行うグループ会社の株式会

社日新ブリッジエンジニアリングとの連携による、既存顧客の相互活用や受注可能

な業務の規模と範囲の拡大を見込んでおります。また、当社の JES アカデミーを活

用して、グループ会社の垣根を越えたエンジニアの育成と資格取得を推進すること

で、持続的な人材確保と事業成長も見込めると判断しております。 

(３) 企業結合日 

2025年４月１日 (株式取得日) 

(４) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 



(５) 結合後企業の名称 

変更はありません。 

(６) 取得する議決権比率 

100％ 

(７) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得するためであります。 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現 金 1,155,710千円 

取得原価   1,155,710千円 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー業務に対する報酬・手数料： 78,416千円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 

 

6. 吸収分割承継会社の計算書類等に関する事項  

（１） 最終事業年度に係る計算書類等  

別紙２のとおりです。  

 

（２） 臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容  

該当事項はありません。  

 

（３） 最終事業年度後に生じた重要な後発事象  

該当事項はありません。 

 

7. 吸収分割会社及び吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに関する事項  

吸収分割会社である日本エコシステム及び吸収分割承継会社である村川設備工業のそれ

ぞれの資産及び負債について、本吸収分割の効力発生日以後における両社の債務の履行に

支障を及ぼす事情の発生及びその可能性は現在のところ認識されておらず、当該効力発生

日以後においても、両社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれており、両

社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題ないものと判断しております。  

 

8. 事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項をただち 

に開示いたします。  

以上 
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自 2023 年 9 月 21 日 
至 2024 年 9 月 20 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村川設備工業株式会社 



事業報告 

（２０２３年９月２１日から２０２４年９月２０日まで） 

 

１．会社の現況 

（１）当事業年度の事業の状況 

 

 

（２）直前３事業年度の財産および損益の状況 

 

区分 
2021 年 9 月期 

第 59 期 

2022 年 9 月期 

第 60 期 

2023 年 9 月期 

第 61 期 

2024 年 9 月期 

第 62 期 

（当事業年度） 

売上高 410,209 千円 297,546 千円 319,304 千円 428,945 千円 

経常利益（損失） 17,296 千円 △1,381 千円 6,841 千円 8,522 千円 

当期純利益（損失） 12,037 千円 △2,090 千円 △135,290 千円 27,433 千円 

１株当り 

当期純利益(損失) 
665 円 △135 円 △8,768 円 1,777 円 

総資産 817,871 千円 815,710 千円 679,069 千円 686,770 千円 

純資産 720,527 千円 716,201 千円 576,801 千円 604,234 千円 

１株当り純資産 39,830 円 46,296 円 37,381 円 39,159 円 

 

 

（３）主な事業内容 

建築設備工事の設計並びに施工 

当事業年度における日本経済は、海外経済の減速や金融資本市場の変動による下振れが

懸念されたものの、企業収益や雇用・所得環境の改善の動き等、穏やかな回復基調の 

もとで推移しました。建設業界におきましては、官庁、民間とも需要は底堅く継続しており

ますが、働き方改革への対応や資材の価格変動に引き続き注視する等、事業運営には 

慎重な姿勢が求められる状況で推移しました。 

このような事業環境において、当社の業績は、施工中の案件が順調に進捗したことから、売

上高は、428,945千円（前年比＋3 4 ％ ）、営業利益は6,201千円（前年比＋6 8 ％ ）、 

また、土地・建物の売却等による特別利益 21,238千円を計上した結果、当期純利益は 

27,433千円となりました。 



２．株式の状況 

（１）発行可能株式総数  160,000 株 

（２）発行済株式の総数  15,430 株 

（３）株 主 数 1 名 

（４）大株主 

株 主 名 
当社への出資状況 

持 株 数 出資比率 

日本エコシステム株式会社 15,430 株 100.0％ 

 

 

３．会社役員に関する事項 

取締役および監査役の氏名（２０２４年９月２０日現在） 

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役

取締役 

取締役

取締役

監査役 

会計参与 

岡本 久 

中村 禎男

間瀬 英貴

新美 一正 

横田 由紀子 

奥田 善樹 

 

 

葵電気工業㈱ 代表取締役 

日本エコシステム㈱ 執行役員 

 

奥田善樹税理士・社労士事務所 所長 
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自 2023 年 9 月 21 日 
至 2024 年 9 月 20 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村川設備工業株式会社 



 貸 借 対 照 表  

2024年9月20日現在 

村川設備工業株式会社 （単位： 円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目  金 額 

【流動資産】 675,932,051 【流動負債】 74,713,162 

 現 金 預 金 219,505,161 支 払 手 形  47,966,747 

 完 成 工 事 未 収 入 金 28,613,464 工 事 未 払 金  13,175,146 

 未 成 工 事 支 出 金 1,664,369 未 払 金  6,863,879 

 貯 蔵 品 12,703 未 払 費 用  1,038,812 

 関 係 会 社 預 け 金 425,488,748 未 払 法 人 税 等  1,109,900 

 前 払 費 用 647,606 未 払 消 費 税 等  1,997,500 

【固定資産】 10,838,490 賞 与 引 当 金  2,329,000 

【有形固定資産】 75,774 そ の 他  232,178 

 車 両 運 搬 具 2,209,019 【固定負債】 7,822,583 

 工 具 器 具 備 品 1,255,000 退 職 給 与 引 当 金  7,822,583 

 機 械 装 置 1,260,000   

 一 括 償 却 資 産 281,485 負 債 の 部 合 計  82,535,745 

 減 価 償 却 累 計 額 △4,929,730 純 資 産 の 部 

【無形固定資産】 3,158,191 【株主資本】 604,234,796 

 電 話 加 入 権 411,857 資 本 金  20,000,000 

 ソ フ ト ウ ェ ア 2,746,334 利 益 剰 余 金  584,234,796 

【投資その他の資産】 7,604,525 利 益 準 備 金  5,000,000 

 投 資 有 価 証 券 4,800,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 579,234,796 

 出 資 金 587,000 別 途 積 立 金  495,000,000 

 長 期 前 払 費 用 99,230 繰 越 利 益 剰 余 金 84,234,796 

 繰 延 税 金 資 産 1,818,295   

 差 入 保 証 金 300,000   

  純 資 産 の 部 合 計  604,234,796 

資 産 の 部 合 計 686,770,541 負 債 及 び 純 資 産 合 計  686,770,541 

 



 損 益 計 算 書  

自  2023年9月21日

至  2024年9月20日 

村川設備工業株式会社 （単位： 円） 
科 目 金 額 

【売上高】 

完 成 工 事 高 

【売上原価】 

当 期 工 事 原 価 

売 上 総 利 益 

【販売費及び一般管理費】 

営 業 利 益 

【営業外収益】 
受 取  利  息
受   取   配   当   金
雑  収  入 

【営業外費用】 

雑 損 失 

経 常 利 益 

【特別利益】 

固   定   資   産   売   却   益  

【特別損失】 
固   定   資   産   除   却   損  

税  引  前  当  期  純  利  益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額 
当   期   純   利   益 

 

 

 

 

 

 

 

1,224,140 

161,500 

952,762 

428,945,668 

371,414,902 

57,530,766 

51,329,552 

6,201,214 

 

 

2,338,402 

16,790 16,790 

 

21,238,276 

8,522,826 

21,238,276 

3,036,108 

 

3,036,108 

1,109,900 
△ 1,818,295 

26,724,994 

△ 708,395 
 27,433,389 

 



  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  

自 2023年9月21日

至  2024年9月20日 

村川設備工業株式会社 （単位： 円） 
株主資本 評価・換算差額等  

 

純資産

合計 

  

 

資本金 

利 益 剰   余   金   

 

自己株式 

 

株主

資本

合計 

 

その他有価証券

評価差額金 

 

評価・換算差額

等合計 

 

利益

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金

合計 

 

別途積立金 

繰 越

利 益 

剰余金 

前 期 末 残 高 20,000,000 5,000,000 495,000,000 56,801,407 556,801,407 0  576,801,407  0 576,801,407 

当 期 変 動 額           

剰  余  金  の  配  当  0  0 0  0 0  0   0 0  

当   期   純   利   益  0  0 0  27,433,389 27,433,389 
 

27,433,389 
 

0 27,433,389 

自 己 株 式 の 取 得 0  0 0  0 0 
 

0  
 

0 0  

自 己 株 式 の 消 却 0  0 0  0 0 
 

0  
 

0 0  

当 期 変 動 額 合 計 0  0 0  27,433,389 27,433,389 0  27,433,389 0  0 27,433,389 

当 期 末 残 高 20,000,000 5,000,000 495,000,000 84,234,796 584,234,796 0  604,234,796 0  0 604,234,796 

 



 

個別注記表 

 

 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

 
棚卸資産の評価方法 

未成工事支出金 個別法による原価法によっております。 
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。 

 

有価証券の評価方法 
その他有価証券 
時価のあるもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。 
時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 

ただし、実質価格が著しく低下したものについては、実質価額と簿
価の差額を評価損として計上することとしています。 

 
固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物並びに2016年 
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法を採用しております。 

無形固定資産 
定額法によっております。 
ソフトウエアは利用可能期間を５年とし、定額法により償却しております。 

 
重要な引当金の計上の方法

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して
おります。 

 

 

収益・費用の計上基準 
当社は建築設備の設計・施工等を行っております。これらの取引については一定の期間に
わたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しております。 
なお、履行義務の充足に係る進捗率の測定は、工事原価総額に対する発生原価の割合に基
づき行っております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると
見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足した時
点で収益を認識する代替的な取り扱いを適用しております。 

 

消費税等の会計処理方法 

税抜経理方式によっております。 
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自 2023 年 9 月 21 日 
至 2024 年 9 月 20 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

村川設備工業株式会社 



1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（ 単位： 千円 

資 産 の 種 類 期 首 帳 簿 価 額 当  期  増  加  額  当  期  減  少  額 

（減損損失） 

当  期  償  却  額 

（減損損失） 

期末帳簿価額 減価償却累計額 

（減損損失累計額） 

期末取得原価 

 

 

 

 

有

形

固

定

資

産 

建 物 17,770 - 17,299 470 - - - 

建 物 附 属 設 備 0 - 0 - - - - 

構 築 物 0 - 0 - - - - 

機 械 装 置 0 - - - 0 1,259 1,260 

車   両   運   搬   具  0 - 0 - 0 2,209 2,209 

工 具 器 具 備 品 262 - 0 186 75 1,179 1,255 

一 括 償 却 資 産 - 281 - 281 - 281 - 

土 地 77,982 - 77,982 - - - - 

計 96,015 281 95,282 939 75 4,929 4,724 

産  固  無  

定 形

資 

電   話   加   入   権  411 - - - 411 - 411 

ソ フ ト ウ エ ア 1,848 1,540 - 641 2,746 1,103 3,850 

計 2,259 1,540 - 641 3,158 1,103 4,261 
 

(注）  

1 主な増加 

 

 

一括償却資産 281 千円 

ソフトウェア 1,540 千円 

２ 主な減少 

車両運搬具 普通乗用車 2,773 千円 

建物  17,770 千円 

建物附属設備  8,961 千円 

構築物  1,250 千円 

土地  77,982 千円 



２ 引当金の明細 

( 単位：  千円 ） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞 与 引 当 金 3,384 2,329 3,384 - 2,329 

退 職 給 与 引 当 金 7,941 90 209 - 7,822 



３ 販売費及び一般管理費の明細 

 

（ 単位： 千円 ） 

科 目 金 額 摘 要 

広 告 宣 伝 費 27  

運  賃 4  

給 与 手 当 18,773  

賞  与 255  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,779  

法 定 福 利 費 3,076  

福 利 厚 生 費 333  

退 職 給 付 費 用 259  

通 勤 交 通 費 42  

旅 費 交 通 費 48  

通 信 費 421  

水 道 光 熱 費 854  

交 際 費 645  

少 額 飲 食 費 55 会議費 

減 価 償 却 費 520 長期前払費用償却含む 

地 代 家 賃 7,847  

保 険 料 18  

修 繕 費 901  

消 耗 品 費 1,382 事務用品費含む 

新 聞 図 書 費 147  

リ ー ス 料 186  

租 税 公 課 1,451  

支 払 手 数 料 1,768  

支 払 報 酬 5,310  

振 込 等 手 数 料 200  

諸 会 費 577  

雑  費 4,440 寄付金含む 

 


